
原子力緊急事態の事後管理における
ステークホルダー関与の実践と経験

事故発生後の事故結果の管理に関する側面のうち最も重要なものの一つがステークホルダーの関与
であり、これには計画策定、準備および実施の段階、さらに長期にわたる持続的な取組みにおける関
与が含まれる。原子力機関（NEA）放射線防護・公衆衛生委員会（CRPPH）は、いくつかの国際原子力
緊時訓練（INEX）を通じてステークホルダー関与の重要性を認識するに至った。そしてこの問題を探
究するため「原子力緊急事態の事後管理におけるステークホルダー関与の実践と経験」と題するワー
クショップを組織することを決定した。本報告書は、その16ヶ国75人にわたる緊急事態管理およびコ
ミュニケーションのスペシャリストを一堂に集めて開催されたワークショップにおいて討論された重
要な問題を浮き彫りにしている。福島第一原子力発電所の事故をかんがみて、このワークショップで
共有された経験は、各国が緊急事態管理に対する準備を向上させるための拠りどころとなるに違い
ない。
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経済協力開発機構 

 経済協力開発機構（OECD）は、民主主義を原則とする 34 ヶ国の政府が世界のグローバル化に伴う経

済、社会、環境などの問題について協力して取組んでいる唯一の国際機関である。OECD はまた、コー

ポレートガバナンス、情報経済、人口の高齢化などの新しい状況や問題について先頭に立って取組み、

各国政府の対応を支援している。OECD は、各国政府が政策経験を比較し、共通の問題に対する解決策

を模索し、優れた取組み方法を明らかにして国内政策と国際政策とを調整できる場を提供している。 
 現在のOECD 加盟国は以下の通りである：オーストラリア、オーストリア、ベルギー、カナダ、チリ、

チェコ、デンマーク、エストニア、フィンランド、フランス、ドイツ、ギリシャ、ハンガリー、アイス

ランド、アイルランド、イスラエル、イタリア、日本、ルクセンブルク、メキシコ、オランダ、ニュー

ジーランド、ノルウェー、ポーランド、ポルトガル、韓国、スロバキア、スロベニア、スペイン、スウ

ェーデン、スイス、トルコ、英国、米国。また欧州委員会（EC）も OECD の業務に参加している。 
 OECD 出版局は、機構が収集した統計や、経済、社会、環境の問題とともに加盟国が取り決めた協定、

指針、基準などの成果の広範な普及を図っている。 

本書はOECD 事務局長の責任において公表されている。本文書に示された意見や採用された議論は、必

ずしも当機構あるいはその加盟国政府の公式見解を反映したものではない。 

原子力機関 
 OECD 原子力機関（NEA）は、1958 年 2 月 1 日に設立された。現在 NEA を構成しているのは次の

30 の OECD 加盟国である：オーストラリア、オーストリア、ベルギー、カナダ、チェコ、デンマーク、

フィンランド、フランス、ドイツ、ギリシャ、ハンガリー、アイスランド、アイルランド、イタリア、

日本、ルクセンブルク、メキシコ、オランダ、ノルウェー、ポーランド、ポルトガル、韓国、スロバキ

ア、スロベニア、スペイン、スウェーデン、スイス、トルコ、英国、米国。また EC も NEA の業務に参

画している。 
 NEA の任務は次の通りである。 

– 国際協力を通じて、安全で環境に優しく経済的な、原子力の平和利用に必要な科学的、技術的、

法的基盤の維持と開発について加盟国を支援すること。 
– エネルギー及び持続可能な開発などの分野における重要な問題について、原子力政策に関する各

国政府の決定及び OECD の広範な政策分析の判断材料として信頼できる評価を提供し、共通理

解を形成すること。 
 NEA の業務範囲は、原子力活動の安全と規制、放射性廃棄物管理、放射線防護、原子力科学、核燃料

サイクルの経済的技術的分析、原子力法規と信頼性、公共情報である。 
 NEA データバンクは、原子力に関するデータ及びコンピュータプログラムのサービスを加盟国に提供

している。上記及び関連業務において、NEA はウィーンの国際原子力機関（IAEA）を始め、原子力分野

のその他の国際機関とも協力協定を締結し、緊密に協力して業務を進めている。 
OECD刊行物の正誤表は、www.oecd.org/publishing/corrigenda においてオンラインで閲覧可能である。 
© OECD 2012 
本刊行物の内容を私的な目的で引用する場合は OECD への謝辞を記載し、著作権が OECD に帰属する事を明記すること。本刊

行物の公的または商業的な利用、翻訳には書面による許可が必要である。許可の申請は OECD 出版局：rights@oecd.org に送

ること。本刊行物の公的または商業的な目的での複写許可は、Copyright Clearance Center (CCC) (info@copyright.com)または

Centre francais d’exploitation du droit de copie (CFC) (contact@cfcopies.com)に直接申請するものとする。 
This Japanese translation of Practices and Experience in Stakeholder Involvement for Post-nuclear Emergency Management is not an official OECD 
translation; hence, the Organisation does not guarantee its accuracy and accepts no responsibility for any consequences of its interpretation or use. 
The NEA wishes to express its gratitude to SUMIKIN-INTERCOM, Inc .for having kindly made this translation available for publication.  
「原子力緊急事態の事後管理におけるステークホルダー関与の実践と経験」の日本語訳は、公式なOECD翻訳ではない。したがって、OECDはその正確性の保
証や、解釈や使用により発生する結果に対して一切の責任を負わない。NEA は出版用に利用できる翻訳を行ったことに対して株式会社スミキン・インターコムに
感謝の意を表したい。 
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はじめに 

 

 

 OECD/NEA 放射線防護・公衆衛生委員会（CRPPH）は、1990 年代の初期より、

放射線防護に関する意思決定過程におけるステークホルダーの役割について調査を

行っている。1993 年以降 CRPPH は、緊急事態管理に際する持続可能な意思決定に

至る過程において、ステークホルダーが果たす役割と貢献について調べるために、原

子力及び放射線緊急事態にかかる準備と対応のための訓練を実施してきた。今日に至

る経験と訓練の結果から明らかになったのは、原子力または放射線緊急事態発生後の

長期的な復興への持続的な取組みをより確実なものとし、実践していくうえで、政府

及び非政府といった様々な立場のステークホルダーの関与に特に強い関心が集まっ

ているということである。 

 

 このような背景をふまえ、CRPPH が企画、及び米国原子力規制委員会（NRC）の

主催により、ワークショップが開催され、16 ヶ国の組織を代表する 70 人を超える専

門家が参加した。ワークショップの目的は、原子力緊急事態管理に対するステークホ

ルダーの関与についての情報と経験を交換する場を提供し、国ごとに、あるいは国際

的に見て改善が可能な分野を明らかにすることであった。 

 

 ワークショップでは、参加した専門家の経験と知見を総合的に集約した。また、ス

テークホルダーの考えや意見を取り入れながら緊急事態への準備と対応のレベルを

高めるための重要な情報を放射線防護の専門家及び CRPPH に提供した。 

 

 

謝辞 
 

 CRPPH 及び NEA 事務局は、本報告書の品質向上への貢献に対し、C・Rick Jones

氏に謝意を表します。また、本報告書の日本語訳作成にあたり、ご協力いただいた独

立行政法人放射線医学総合研究所の酒井一夫 放射線防護研究センター長及び、米原

英典 放射線防護研究センター規制科学研究プログラムリーダーに対し、感謝の意を

表します。 
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要旨 
 

 OECD/NEA の放射線防護・公衆衛生委員会（CRPPH）は、NEA ワークショップ「原

子力緊急事態の事後管理におけるステークホルダーの関与に関する実践と経験」の開

催にあたり、緊急事態管理、特にステークホルダーの関与にかかるプロセスの策定、

あるいはそれに携わる政府機関及び技術支援機関に対し、参加を呼びかけた。このワ

ークショップは米国原子力規制委員会（NRC）の主催により、2010 年 10 月 12 日か

ら 14 日にかけて米国メリーランド州ベセスダにて開催された。 

 

 この NEA ワークショップは、以下の目的のために 16 ヶ国の組織を代表する 70 人

を超える専門家による議論の場を提供した。 

 

 原子力緊急事態の事後管理におけるステークホルダーの関与に向けた取組みと

問題点について、情報と経験を共有する 
 それぞれの国、または国際的にみて、原子力緊急事態の事後管理においてステー

クホルダーの関与を高めることができるような領域を認識し、これらの領域に取

組むためのアプローチについて提言する 
 

 CRPPH は、1990 年代の初期から、放射線防護に関する意思決定におけるステーク

ホルダーの関与について調査し、奨励してきた。その考え方を如実に表したのが 1998

年、2001 年及び 2003 年の 3 回にわたり CRPPH が企画したステークホルダーの関与

に関するワークショップ（フィリゲン・シリーズ）である。これと並行して CRPPH

原子力緊急事態作業部会（WPNEM）が、一連の国際原子力緊急時訓練（INEX）にお

いて、事故結果の管理と復旧への移行に関する準備及び対応の側面を取り上げた。原

子力または放射線緊急事態発生後の事故結果の管理を対象として近年行われている

この訓練から、政府･非政府系の幅広いステークホルダーが緊急事態管理に関与する

ことで、長期にわたる復旧への持続的取組みをより確実に実施していくための機会を

得ることができるということが明らかになっている。今回のワークショップはこの緊

急事態管理の重要な側面をさらに探求するために実施されたものである。 
 

 ワークショップに参加した各国の専門家の意見を集約すると、重要な同意事項とし

て以下の点が挙げられる。 
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 ステークホルダー関与に対する準備をしておくことは最優先課題である 

 ステークホルダー関与それ自体が目標ではない 

 放射線防護の専門家自身がステークホルダーである 

 組織にとって積極的にステークホルダーに働きかけるのが難しいことがあ

りうる 

 すでに存在しているネットワークとコミュニケーションシステムを使用す

ることで、より効率を上げ、対話を促進することができる 

 参加に対する動機付けによりステークホルダーの関与を高めることができ

る 

 ステークホルダーの効果的な相互協力のためには規則、手順及び過程につい

て合意しておくことが必要不可欠である 

 場合により、技術に長け、経験豊かなコミュニケーションの専門家が必要と

なる 

 緊急時訓練を計画するには幅広い領域のステークホルダーが必要不可欠で

ある 

 ステークホルダーのタイプとそれらの役割は緊急事態管理の段階によって

変化する。とりわけ復旧・復興の段階の期間中において顕著である 

 緊急事態管理に対する全ての障害へのアプローチ(オールハザードアプロー

チ)が極めて効率的である 

 

 ワークショップは、特に原子力または放射線緊急事態後の管理に関する計画へのス

テークホルダーの関与を促進する活動や推奨される行動について、参加した専門家に

よって確認されるとともに、締めくくられた。特に、緊急事態管理へのアプローチ、

とりわけ復旧・復興の後期段階での活動に対する計画立案、対応、実施といった取組

みにおいては、公衆衛生に関する包括的なすべての障害へのアプローチが推奨された。

原子力または放射線緊急事態に起因する幅広いステークホルダーの案件に対処する

ためには、さまざまな分野の専門家からなるチームを必要とするため、緊急事態管理

の各段階における「役割と責任」を定める文書の作成にステークホルダーを携わらせ

ることも重要となる。信頼に基づく関係を長期にわたって築き上げるという目標のた

めに、各組織は多様なステークホルダーを含めた原子力または放射線緊急時訓練を策

定し実施すべきである。 
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 参加者はまた、原子力緊急事態への計画策定、対応及び管理に関する専門的情報を

より効果的に伝えるために、ステークホルダーに対して日常的に科学的な情報を発信

するような職種に従事する他の専門家（気象学者、公衆衛生の専門家など）とチーム

を組むことも重要であると述べた。同時に、放射線防護の専門家は「社会」からの入

力情報に基づいて決定を下さなければならない意思決定者と協力し、彼らが決定を下

す過程において自分たち専門家が最も効果的に支援できる方法を確立するべきであ

る。また各組織はステークホルダーに積極的な呼びかけを行い、原子力または放射線

緊急事態発生後に必要になる新たな生活環境の確立のための移住計画とそれらの計

画に関連する交換条件について調査し、可能であれば彼らの同意を得ておくべきであ

る。 

 

 さらに参加者は、各組織がステークホルダーと共に活動する際、その組織における

任務の推進を成功させる確率を最大限に高めるために、リスクコミュニケーションの

専門家の継続的な雇用の必要性についても検討すべきであると提言した。またあらゆ

るステークホルダー間でのコミュニケーションをより効果的なものとするために、緊

急事態に対する準備と対応に関する活動において、リスク管理の規格 ISO 31000 をよ

り幅広く一貫して活用すべきである。最後に、ステークホルダー関与に関して得た教

訓、ベストプラクティス、ツールや研修資料を保存できるよう、ウェブサイトを整備

すべきである。 

 

放射線防護の専門家にとって、緊急時の事後管理をより効果的に行うために自分から

積極的にステークホルダーに働きかけ、関与を誘うことは有益なことであり、特に事

故結果の管理及び復旧･復興局面への移行に関する準備と対応といった側面におい

て、こういった活動は非常に有用である。 

 

 結論として、今回のワークショップにおけるプレゼンテーション及びそれに続く議

論は質が高いものであり、今後の方向付けの提言について参加者間で幅広い意見の一

致を得ることができた。またワークショップの成果は、放射線防護に携わる専門家、

なかでも特に CRPPH にとって、今後、緊急事態管理へのステークホルダー関与をさ

らに促進するためのプログラムを策定するにあたり大いに役立つものである。 
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1. 概要 
 

1.1. 序論 
 

 OECD/NEA の放射線防護・公衆衛生委員会（CRPPH）は、NEA ワークショップ「原

子力緊急事態の事後管理におけるステークホルダーの関与に関する実践と経験」の開

催にあたり、緊急事態管理、特にステークホルダーの関与にかかるプロセスの策定、

あるいはそれに携わる政府機関及び技術支援機関に対し、参加を呼びかけた。このワ

ークショップは米国原子力規制委員会（NRC）の主催により、2010 年 10 月 12 日か

ら 14 日にかけて米国メリーランド州ベセスダにて開催された。 
 

 ワークショップは以下の目的のために16ヶ国の組織を代表する70人を超える専門

家による討論の場を提供した。 

 

 原子力緊急事態の事後管理におけるステークホルダーの関与に向けた取組みと

それにおける問題点についての、情報と経験を共有する 
 それぞれの国、または国際的にみて、原子力緊急事態の事後管理においてステー

クホルダーの関与を高めることができるような領域を認識し、これらの領域に取

組むためのアプローチについて提言する 
 

 

1.2. 背景 
 

 これまで、様々な事故や訓練を通して認識された原子力及び放射線緊急事態への準

備と対応（緊急事態管理）に関する重要な教訓によって、緊急時における対策が、各

国、また国際的に改善されてきた。このような教訓のひとつに、緊急事態のような複

雑な状況を効果的に管理するためには、幅広いステークホルダーの関与が必要である

という認識がある。この場合、ステークホルダーとは、その状況管理に携わる、ある

いはそれにより影響を受ける立場にある政府･非政府系の各組織や市民社会のことを

いう。より効果的にするためには、準備の段階からステークホルダーの関与を開始し、

関与を準備の一部として組み込む必要がある。このことは国際放射線防護委員会

（ICRP）が策定した、原子力事故または放射線緊急事態後の長期汚染地域に居住す

る人々の防護に対する新しい勧告の中にも取り入れられている（ICRP、2007）。 
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 CRPPH は 1990 年代の初期から、放射線防護に関する意思決定におけるステーク

ホルダーの関与について調査し、奨励してきた。その考え方を顕著に表したのが 1998

年、2001 年及び 2003 年の 3 回にわたり CRPPH が企画したステークホルダーの関与

に関するワークショップ（フィリゲン・シリーズ）である（NEA、1998; 2001; 2003）。

CRPPH は 2006 年に、チェルノブイリ事故後の復旧状況におけるステークホルダー・

放射線防護専門家間の関与に関する研究結果を発表しており、同時にステークホルダ

ーの関与が組織構造に与える意味合いについても調査を実施した（NEA、2006）。 

 

 これと並行して CRPPH の原子力緊急事態作業部会（WPNEM）が、国際原子力緊

急時訓練（INEX）シリーズ（NEA、2007）において、事故結果の管理と復旧への推

移に関する準備及び対応の側面を取り上げている。原子力または放射線緊急事態発生

後の事故結果の管理を対象として近年行われている訓練から、政府･非政府系の幅広

いステークホルダーが緊急事態管理に関与することで、長期にわたる復旧への持続的

取組みをより確実に実施していくための機会を得ることができるということが明ら

かになっている。今回のワークショップはこの緊急事態管理の重要な側面をさらに探

求するために実施されたものである。 
 
 
1.3. 目的 
 

 今回の「原子力緊急事態の事後管理におけるステークホルダーの関与に関する実践

と経験｣ワークショップの目的は、原子力または放射線緊急事態発生後の事故結果の

管理と復旧に関する準備の一環として、ステークホルダーの関与に関する取組みの実

践内容と経験を共有することである。以下を踏まえワークショップが開催された。 
 

 緊急事態事後管理におけるステークホルダーの関与に関する取組み及びそれに

かかわる諸問題について、国際的な意味合いを含め、政府や技術支援機関（国際

組織、国及び地方機関）が互いの情報や経験を交換できる国際的な議論の場を提

供する。特に、効果的かつ首尾一貫した対応を促進するため、準備段階における

ステークホルダーの関与にかかる取組みについて、多くの国の実践内容と経験を

共有することに焦点を当てる 
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 準備の一環として、効果的にステークホルダーの関与を進めるための戦略、成功

事例、また限界について共通点を明らかにする。これには、放射線防護の専門家

及び公的機関が、ステークホルダーの関与といった課題や機会にどう対応したか

という経験が含まれる 

 緊急事態事後管理におけるステークホルダーの関与を強めるための、今後の行動

方針を明らかにする 
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2. ワークショップにおける議論内容 
 

 緊急事態管理の準備の一環として、ステークホルダー関与への取組みにおける実践

と経験の情報を共有するために、一連の全体プレゼンテーションでは、参加者に、様々

な国でうまく用いられてきたプロセスの概要が示された。ケース・スタディを紹介し

た全体プレゼンテーションでは、緊急事態に対する準備におけるステークホルダーの

関与について、各国の経験の情報が共有された。リスクコミュニケーションに関する

原則、ツール及びテクニックに関わる最新情報についてもプレゼンテーションが行わ

れた。また、放射線緊急事態の事後管理におけるステークホルダーの関与を強化する

ため、認識された課題や関連する問題に係る経験について議論が行われ、それを共有

するための分科会が参加者により実施された。分科会において、各国または国際的な

経験について、また緊急事態事後管理のどの部分においてステークホルダーの関与を

高めることができるかについて話し合うことができた。準備の一環として、ステーク

ホルダーの関与を国際的及び各国レベルでより効果的に達成するための方向付けを

今後しっかりと行うという意向が、分科会の成果のまとめとして示された。プレゼン

テーションの内容は下記のサイトに掲載されているので、興味のある方は参照願いた

い。 

www.oecd-nea.org/rp/washington10/documents.html 

 
2.1. ステークホルダー関与の過程 
 

 今回のワークショップにおいて、参加者はさまざまな国における緊急事態事後の管

理に際し、ステークホルダーが関与した各過程についての知識を増やす機会を得た。

プレゼンテーションとそれに続く参加者間の討議においては、ステークホルダーの関

与の過程に、国や言語あるいは文化の違いを超える共通点があることが明らかにされ

た。 

 

 ステークホルダーの賛同を協議などにより確保すること、また意思決定プロセス

は常に変化するものであること 

 意思決定の枠組みは一致したものであるかもしれないが、決定そのものはケース

ごとに特有であること 
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 ステークホルダーの関与は変化のあるプロセスであり、参加するステークホルダ

ーは状況や条件の変化に従い、時と共に変化すること 

 ステークホルダーの関与は、 

– 複雑な状況において有用であり、 

– 忍耐、献身、及びリソースを必要とし、 

– 放射線防護の専門家による「新しい」スキルを持つことを要求する 

 復旧段階での放射線防護措置は地域ごとに遂行されるもので、理解し受け入れら

れるためには広範囲な協調が必要である 

 非技術的要素が意思決定を前進させる度合いが高くなってきている 

 ステークホルダーが変われば、それに応じた異なる種類の情報を、適切なタイミ

ング及び詳細さで提供する必要がある 

 事故後の復旧段階においては、影響を受けた住民が自らの被ばくを管理し、将来

ある程度その管理を高めるための自立的なアプローチがますます重要になる 

 

 参加者がさらに課題として認識したのは、ステークホルダーに自分自身の問題であ

るという意識をもたせること、実際の取組みへ移行すること、ステークホルダーが持

つ専門知識の程度に何段階ものレベルがあることに対処することである。これらの課

題に立ち向かうためには、意思決定と情報が必ず「正しい」ものであり時宜を得てい

ることが重要であり、さもないとステークホルダーの信用を失うかもしれないことが

確認された。さらに、放射線防護関連の問題に取組む上でステークホルダーの関与を

向上させるためには、公衆衛生や安全問題など放射線以外の防護に関する経験が極め

て有用であることも強調された。 

 

 参加者が強く感じたのは、ステークホルダーの関与それ自体が目的ではないという

ことであった。ステークホルダーの関与は、放射線防護の専門家が意思決定のプロセ

スをより良くするためのツールである。ステークホルダーの関与は、特に緊急事態へ

の準備段階及び原子力または放射線緊急事態発生後の復旧・復興局面において重要で

あり、各国における経験により構築されてきたいくつかのステークホルダーの関与プ

ロセスの有効性が、国や文化の境界を越えて確認されてきている。 
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2.2. 各国及び国際的な経験のケース・スタディ 
 

 緊急事態の事後管理におけるステークホルダーの関与について、各国における、ま

た国際的な経験のケース・スタディがプレゼンテーションにより参加者に紹介された。

プレゼンテーション及びこれに続く分科会での議論により、幾つもの重要なテーマが

明らかにされた。 

 

 ステークホルダーの関与には多様なステークホルダーの集まりが必要であり、そ

の中にはあらゆるレベルの政府関係者も含まれる 

 ステークホルダー全員が満足することはなくとも、全員に発言のチャンスが与え

られる 

 官民間でパートナー関係を築くことは極めて効果的であるが、それには信頼、献

身、リソース及び政治的指導力が必要である 

 公衆を動かすのは難しい 

 放射線防護の知識は各人によって非常に差があるが、第一対応者、医療従事者及

び公選職者はある程度の知識を持っていなければならない 

 ステークホルダーと関わるには多様なアプローチが必要である 

 ステークホルダーの関与に向けた活動は、それぞれ特有かつ具体的な地域的状況

に対応するものである 

 ステークホルダーの関与に向けた組織編制や取組みは、極めて多様かつ柔軟でな

ければならない 

 ステークホルダーの関与に向けたプロジェクトが成功するためには、可能な限り

開放的かつ包括的であるべきである 

 被災住民が自らを「犠牲者」と感じ、またそのように扱われる状況から、自らの

将来に希望を持つ「開拓者」であると感じ、またそのように扱われる方向へと変

えるために、自立的なアプローチが地域状況の成果のある管理の中心におかれて

きた 

 ステークホルダーの関与を効果的に管理するには、そのためのツールが必要不可

欠である 

 

 原子力または放射線事故の被災者にとって持続可能な意思決定に到達するために

は、ある種の困難な課題が伴うけれどもステークホルダーの関与が必要不可欠である

ということが、ケース・スタディや、参加者の経験を通して示され確認された。あら
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ゆる当事者にとって、ステークホルダーの関与は、被災者自身が被ばくを管理し、将

来に何らかの希望が持てるようにするための重要な自立ツールや活動を見出すうえ

で助けとなるものである。 

 

2.3. リスクコミュニケーションに関する対話型ワークショップ：原則、ツール及び

テクニック 
 

 今回のワークショップでは、ステークホルダーを効果的に関与させる能力を高める

ための原則、ツール及びテクニックに関する最新の事例についても紹介された。紹介

されたコンセプトを実践する上で役立つよう、放射線防護の専門家とステークホルダ

ー間のリスクコミュニケーションを向上させるための重要なポイントについて、ビン

セント・コベロ博士から以下のような説明があった。 

 

 人は、あなたが知っていることについて気にする前に、あなたが気にかけている

ということを知りたいと思う 

 ストレスの多い状況にある人にとって、情報を聞いたり、理解したり記憶したり

することは困難である 

 人は、不確かさが持つ重大性を認めようとする者を信頼する 

 これらの「真実」に対処するための方策として、緊急時のようにストレスの多い

状況下では、伝えたい内容を 3 つのポイントに絞り、9 秒以内 27 語以下で伝え

るようにする必要がある 

 リスクコミュニケーションの質を高めるのに、小学校 6 年生のレベルを念頭にお

いた「メッセージマップ」が効果的なツールになり得る 

 

 コベロ博士はさらに、コミュニケーション技術を向上させるためには練習が大変重

要であるとも述べた。「アスリートを練習なしにオリンピックに送り出そうとはしな

いでしょう。それと同じで練習もせずにリスクコミュニケーションを行おうとするべ

きではありません」。放射線防護の専門家とステークホルダー間のコミュニケーショ

ンを向上させ、効果的なコミュニケーションの担い手になるためには、質問を予想し、

回答を準備し、さらに伝える練習をすることが重要である。このように前もって準備

をすることを「誠実さに欠ける」とはみなさず、当事者間の理解を深めるための優れ

たプランニングに他ならないと考えるべきである。 
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2.4. 原子力緊急事態の事後管理におけるステークホルダー関与の向上 
 

 原子力緊急事態の事後管理についての各国及び国際的な経験の紹介がなされた後、

ワークショップ参加者は、ステークホルダーの関与を向上させるためにはどのような

機会があるかについて明らかにした。ワークショップ参加者の全体の意見を明らかに

するため、次の 3 つのトピックスが選択された：1) ステークホルダーを関与させる

ための条件と手段；2) ステークホルダーを関与させるためのツールと持続可能性；

3) 緊急時訓練へのステークホルダーの参加。各課題についての議論内容は以下のと

おりである。 

 
ステークホルダーを関与させるための条件と手段 
 

 ワークショップ参加者の経験と知見を包括的に把握するため、原子力または放射線

緊急事態発生直後に効果的にステークホルダーを関与させる手段として、条件とツー

ルを用いたアウトリーチ手法について検討された。 

 

 ステークホルダーの関与について、事前準備が最も重要であるという点で、参加者

の意見が一致した。事故が発生する前に、緊急事態に対する準備の早い段階で必要な

「相当の配慮」を払うことによって、緊急事態発生後のコミュニケーションが大きく

向上する。復旧･復興や長期的な原子力緊急事態管理に対する計画を、緊急事態への

準備活動の中で策定しておくことが重要であるという点をもっと強調すべきである。

ステークホルダーの関与はそれ自体が目的なのではなく、緊急事態に対する計画のす

べての段階において必要とされるプロセスであることを、参加者は強く感じた。 

 

 

ステークホルダーの関与のための計画が最優先事項 

 

 緊急事態発生後の放射線の除去という優先事項は、ステークホルダーが自らのQOL

を改善するのに必要なこととは必ずしも一致しないかもしれない。復旧･復興の期間

中における管理作業の実施の計画は柔軟であり、時と共に変化する条件に順応できる

ものでなければならない。復旧段階での管理においてはさらに、それぞれ異なる被災

者グループの多様なニーズを把握できるよう柔軟性を持たせる必要がある。 
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 放射線防護の専門家は、自分自身がステークホルダーであると考えるべきで、ステ

ークホルダーの関与を「我々対彼ら」というように捉えるべきではない。放射線防護

の専門家を含むステークホルダーとの協力関係を築き上げる中でこそ、ステークホル

ダーの問題に対処するために、情報に基づいた持続可能な意思決定を、下すことがで

きるのである。 

 

 時に組織はリソース不足を理由に、また「他の部署に解決してもらおう」という態

度でステークホルダーとの積極的な仕事を怠ることがある。組織は「コミュニティの

一員」として、地域住民との関係を築くことが必要で、単に法や広報活動あるいは他

のスタッフにまかせるのではなく、最上層部を含めてその組織のあらゆる構成員を参

加させて取組まなければならない。 

 

 ワークショップ参加者によって認識された、ステークホルダーを関与させるための

ベスト・プラクティスには以下の事項が含まれる。 

 

 メディアと公衆とを頻繁に関与させる 

 事業者と連携して、当該施設にメディアを招待する 

 選出議員や活動家グループを含めて地域情報委員会を構築する 

 特定の状況や想定されるシナリオにおけるステークホルダー問題に対処できる

よう、事前にメッセージを策定する 

 今後のステークホルダーとの関与に関する活動推進のために専門家を雇う 

 

 ステークホルダーを関与させる手段や方法として、ファクトシート、報道発表や論

説についても含まれていた。急速に環境が変化する事故発生時において、これらの手

段を最新の状態に保つのは困難ではあるが、長期的にはそれらは上手くいくであろう。

また、ステークホルダーに効果的に情報を提供し関与を促すために、広く普及してい

るブログ、ソーシャルメディア、ウェブキャストやその他の電子的手段を適切に利用

することも検討すべきだと感じた。シナリオや状況が変わることで、ステークホルダ

ーに接触して関与する良い方法や手段も変わる可能性がある。計画には広範なステー

クホルダーのタイプに対処できるよう、働きかける手段に適切な選択肢を含めるべき

である。 
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ステークホルダーを関与させるための手段と持続可能性 
 

 ステークホルダーとの関与に関する放射線防護専門家のための IRPA 指針原則

（IRPA、2009）をもとに議論を行った結果、放射線防護専門家は、役割と責任に関

する手引きを策定し、ステークホルダーの関与を実施する上での手段やベスト･プラ

クティスを認識し、かつ収集する必要があるということを参加者が述べた。加えて、

その役割と責任は、それぞれが持つスキルと、緊急事態のための計画策定及び対応に

関する訓練、特にステークホルダーの関与に関連する訓練の経験量に応じたものであ

る必要がある。 

 

 効果と効率を高めるために、放射線防護の専門家が、既存の伝達のシステムとネッ

トワークを活用してステークホルダーに働きかけることも必要である。ステークホル

ダーは他の関係者と効果的に対話する能力を拡げつつある（ウェブページ、メーリン

グリスト、ツイッター、ブログやニュースレターなど）。放射線防護の専門家はステ

ークホルダーと交流し、既存の手段をどう利用すればより効果的に、また効率よく彼

らを関与させることができるかを認識するべきである。 

 

 また、ステークホルダーの関与が成功する確率を高めるために、彼らの関与を促す

ようなインセンティブを見つける必要がある。これは緊急事態に対する計画策定の段

階において特に重要である。緊急事態への計画策定、管理及び対応における長期的な

成功のために、ステークホルダーが認識される必要があり、彼らの継続的な関与を維

持するにはどのようなインセンティブが必要かを明らかにするために、彼らとともに

始める対話が必要である。ステークホルダーの積極的な関与を維持するためのインセ

ンティブとして「共通のゴール」（子供の防護、商業の維持または再建、自立プログ

ラムなど）を認識するために彼らとともに作業することは非常に有益になりうる。ま

た、運営または作業グループに地域のリーダーを任命することも、ステークホルダー

の関与を維持する上で有効であろう。 

 

 ステークホルダーの参加を戦略的に確保することは非常に肝心なことであると、参

加者は感じた。このことは、ステークホルダーと共に計画を練り、十分なリソースを

割り当てる必要のある長期的なプロセスであると認識された。 
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 ステークホルダーの関与を効果的に確立する上で役立つ他の手段が参加者により

認識された。この手段としては、初期の段階において、ステークホルダーの関与に関

するルール、手順及びプロセスに対し同意を得るよう努めること、プロセスをリード

するためにコミュニケーションへの投資及びトレーニングの促進を行うこと、ステー

クホルダーの関与が関係者全員にとっての教育の機会であると考えること、継続的に

フィードバック（状況の中間報告、プロジェクトの最新情報、報告書案等）を与える

など継続的で定期的なコミュニケーションを図ること、外部の専門家へのアクセス、

ウェブサイトを利用して状況や情報を共有し、簡単に入手出来るようにすること、等

が含まれる。 

 

 組織は、状況の複雑さ次第で、それぞれの分野で訓練を受けた科学者や医者を使う

かわりに、コミュニケーションに熟練し、豊かな経験をもち円滑に仕事を進めるため

の専門家を雇うことを考えるべきである。新たな原子力発電所や高レベル放射性廃棄

物貯蔵施設の立地などといった大きなプロジェクトの場合であれば、活動におけるス

テークホルダーの支援を確保するため彼らの持続可能な関与に向けたプロセス確立

の成功率を高めるために雇うコミュニケーション専門家の雇用費用という微々たる

追加の出費は、結果を得るための投資として恐らく正当化できるであろう。 

 

緊急時訓練へのステークホルダーの参加 
 

 ワークショップでは、広範なステークホルダーが緊急時訓練に参加可能となりうる

方法に関する経験・知見の集約についても焦点をあてた。 

 

 訓練計画を策定する上で考慮の対象となるステークホルダー（例えば、第一対応者、

警備、政府機関、企業、市民社会）は、広範であり、効果的なステークホルダーの関

与を成功させられるかどうかは、事前に構築される関係に依存するということを参加

者は認識した。そのため、具体的に緊急時訓練を組織していく上で、専門家とステー

クホルダーのネットワークを構築することは重要である。経験を共有するため、また、

ステークホルダーが関与する的を絞った訓練につながる準備を策定するために、今後

訓練計画にステークホルダーネットワークの組織化を含めるべきである。 

 

 これらのステークホルダーとのネットワークの構築は、ステークホルダーの関与を

促すような条件と同様にステークホルダーを関与するための手段や条件ににも依存
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するであろう。ステークホルダー関与のためのネットワークは、その持続可能性を確

実にするために適切な手段や手順及びリソースにも依存する。 

 

 関与するステークホルダー及びその関与の程度は、その時々に進行中の訓練の内容

によって変わってくる。事故の初期対応時におけるステークホルダーのタイプと彼ら

が果たす役割は、復旧･復興時におけるものとは異なる。初期段階に対する訓練にお

いては、長期的な問題に関係するもので、状況に特有なもの、意思決定に関するもの、

及びステークホルダーへの情報提供といった事項を取り上げるのは適切ではないと

参加者は認識した。ステークホルダーの関与に関し、訓練の状況設定にかかわらず共

通なものとして以下の事項が認識された。 

1)計画策定段階におけるステークホルダーの役割を明確にし、十分に合意を得ておく

必要がある 

2)計画と訓練の成果については、ステークホルダーの貢献を明確に認識するとともに、

ステークホルダーと対話と討議が必要である 

3)ステークホルダーの関心、関与及び所有者意識を高めるために、得られた教訓を収

集し、ステークホルダーと共有する 

 

緊急事態管理に対する全ての障害へのアプローチとは、ステークホルダーを含む使用

可能なリソースを最も効率よく活用する手法である。 

 

 ワークショップにおいて参加者は、原子力及び放射線緊急事態対応に関する計画策

定におけるステークホルダーの関与プロセスを、ステークホルダーにとってより意義

のあるものにするには、彼らを関与させた全ての障害へのアプローチを用いることを

勧告した。このアプローチは、緊急事態管理に関連するすべての活動において、全体

を調和させ、経験とリソースの強調と共有を促進させる。原子力及び放射線緊急事態

対応計画は、より広範な緊急事態管理対応計画を補足すべきものであるので、ステー

クホルダーが関与することによって、相乗的な効果とリソースの共有利用の機会が確

かなものとなり、ひいては計画と対応の質が高められることになる。 

 

 これまでに記した各結論の詳しい内容とプレゼンテーション資料は、次のサイトに

掲載されている。 

www.oecd-nea.org/rp/washington10/documents.html 
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3. 結論 
 

ワークショップの締めくくりとして全体会議が開かれ、ステークホルダー関与、と

りわけ原子力及び放射線緊急事態の事後管理に対する計画策定段階におけるステー

クホルダー関与を促進させるための活動と措置について認識した。その後、ワークシ

ョップ開催者により閉会の辞が述べられた。 

 

3.1. 今後の方針 
 

活発で興味深い討論の後、ワークショップ参加者は、ステークホルダーからの情報

提供を取り入れながら緊急事態への準備と対応の質を高め、ひいては持続可能な意思

決定に到達するために今後従うべき重要な方向性として以下の事項を確認した。 

 

 緊急事態管理への取組み、とりわけ復旧・復興の後期段階での活動に対する計画

立案、対応、実施といった取組みにおいては、公衆衛生に関する包括的な全ての

障害へのアプローチを用いる。このアプローチによって、より長期的にステーク

ホルダーが関与する機会がもたらされるとともに、復旧･復興段階におけるステ

ークホルダーの問題に、より敏感に対応することが可能となる。またこのアプロ

ーチにおいては、様々な専門領域からの参加を得るために、緊急事態管理に利用

可能なリソースの量が増えることになり、その結果活動内容の重複が避けられる

とともに、全組織におけるリソースを最適化し、最大限の利用を可能とする、と

いった相乗的な効果が生まれる。加えてこのアプローチは、緊急事態のための計

画策定者や対応者をさまざまな専門家から成る多分野チームで構成し、より効果

的、効率的に広範なステークホルダー問題に対処することを可能にする。また全

ての障害へのアプローチには、協調的で相補的な指針の策定やリソース最適化の

ための情報や法律などが必要に応じて含まれるであろう。 

 緊急事態管理の各段階における「役割と責任」に関する文書を作成する作業に、

ステイクホルダーが参加できるようにする。放射線被ばくは原子力または放射線

事故の一部を成すものではあるが、緊急事態に対する計画策定、対応及び管理に

ついては考慮の対象のひとつにすぎない。計画策定や状況の対処のために多分野

の専門家から成るチームを構成する際、特に、事故後の長期的復旧・復興の局面

に対応する場合、必要となるさまざまな専門家（医療、ビジネス、地方・地域及
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び中央政府機関や当局、事務、教育など）の役割と責任を明確にすることで、利

益を得ることができる。 

 信頼に基づく長期的関係を確立するという目的のもと、さまざまな種類のステー

クホルダーと共に訓練を策定し、実行する。これは復旧･復興を含む緊急事態後

の状況を想定した場合に特に重要であり、良い結果をもたらす。危機の最中にス

テークホルダーに対応しようとするより、ステークホルダーが訓練に関与し、彼

らの抱える問題を支援するために互いに合意した活動を計画策定の初期の段階

で定めておく方が、大幅に優れた方法である。 

 原子力緊急事態の計画策定、対応及び管理に関する専門的情報の伝達をより効果

的に行うために、ステークホルダーに常日頃から科学情報について対話している

他の専門家と協力する。たとえば、いくつかの国では、放射線防護の専門家は気

象学者とチームを組んでおり、原子力または放射線緊急事態が発生した場合、汚

染の広がりや、屋内退避指示等の取るべき行動に関する情報を公衆に向けて発信

している。一般の人々は、気象学者などの専門家から「専門的」情報を日常的に

受け取ることに慣れている。彼らの信頼性及び専門性から、放射性プルームの動

きを公衆が容易に理解できるような表現で簡単に説明することができる。別の例

として、感染症制御など公衆衛生専門家のネットワークを活用し、緊急時の行動

計画の立て方や自己防護策をどう講じればいいかなどについて公衆に情報を発

信するのに役立てることも考えられる。原子力または放射線緊急事態における計

画策定と対応の質を向上させる実用的かつ信頼のある関係を築くために、他の科

学的専門職を交えた合同訓練を実施する必要がある。 

 意思決定プロセスにおいて、どうすれば放射線防護専門家にある者が最も効果的

に手助けできるかを決める場合に、「社会」からの情報入力に基づいて決定を下

さなければならない意思決定者を認識して、彼らとともに作業する。相互信頼に

基づく関係を築くような相互に学習できる環境を作り上げるために、これらの意

思決定者と長期にわたって対話を行う。 

 移住計画に潜在するトレードオフの要素について調査し、ステークホルダーと議

論する。ステークホルダーを交えた計画策定段階では、いつどのような条件下で

の避難や移住が適切か、異なる状況下でどのようなリスクが発生するか、あるい

はどのようなトレードオフ要素が考えられるかに関して、起こりうる状況につい

てステークホルダーと話し合い、できればステークホルダーの同意を得ておくべ

きである。これもまた相互学習の機会である。放射能汚染が広範囲に及び避難や

移住が最善の選択となった場合、被災した住民はどこかの時点で（都市部、田舎
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どちらにいても）さまざまな理由から自宅に帰りたいと考え始めるであろう。緊

急事態計画を策定する際には、この自宅に帰りたいという住民の願望と被ばくレ

ベルに関して共通の理解に到達する必要性について対処すべきである。この問題

は「どれだけクリーンであれば“クリーン”なのか」あるいはどのレベルで「管

理」を解除するのかではなく、新たな生活条件を確立するための選択肢と妥協点

について、その選択肢とそこに含まれるトレードオフ要素について十分理解し、

詳細な情報に基づいた決断をした上で合意に達することである。 ICRP 

Publication103 は、被ばくの最適化の勧告とともにこのアプローチを支持してい

る（ICRP、2008）。 

 組織がステークホルダーと共に活動する際、組織の任務の推進を成功させる確率

を最大限に高めるためにリスクコミュニケーションの専門家を雇い、それを維持

する必要性について検討する。組織は現在のプログラムを評価した上で、失敗の

リスクや困難の度合いによってはステークホルダーとの対話の窓口としてリス

クコミュニケーションの専門家を雇うことを考えてみるべきである。もしその役

割をリスクコミュニケーションが専門でない人材に任せる場合、組織はその人材

に適切な研修を施し、経験を積ませ、能力を高めて組織の任務が効果的に遂行で

きるようにするべきである。 

 ISO 13000 リスクマネジメント規格（ISO, 2002）の活用を高める。すべてのス

テークホルダー間におけるコミュニケーション、とりわけ復旧･復興へと続く原

子力緊急事態の事後管理における全てのステークホルダー間のコミュニケーシ

ョンをより効果的なものにするために、この規格とその付属書類を見直し、緊急

事態に対する準備と対応に関する活動の中でより幅広く一貫して活用すべきで

ある。 

 ステークホルダー関与に関して、学んだ教訓、ベストプラクティス、ツールや研

修資料をウェブ上で保管場所を確立する。各組織が、米国原子力規制委員会

（NRC）の Lessons Learned Program（教訓活用プログラム）とその関連文書を

検討評価し、各国あるいは各組織で類似のプログラムを立ち上げる場合の参考に

することが望ましい（NRC、2006）。このような教訓活用プログラムを正式に立

ち上げることで、同じ失敗の繰り返しが避けられるばかりでなく、今後緊急事態

計画や対応プログラムを策定し実行する際に、このようなプログラムから付加価

値のある方向性が得られる、という情報をステークホルダーに提供することがで

きる。教訓、ベストプラクティス、ツールや研修資料を収集し、それらをいつで

も利用できるようにしておけば、放射線防護の専門家が彼らの組織の任務を遂行
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する上にステークホルダーの信頼を築く能力を高めることができるようなステ

ークホルダーとの関与の対話を準備することで大いに役立つものとなる。 

 

放射線防護を専門としている者にとって、緊急時の事後管理をより効果的に行うため

に積極的にステークホルダーに働きかけ、関与を高めることにより利益を得ることが

できる。、特に事故結果の管理及び復旧･復興段階への移行に関する準備と対応といっ

た側面においてそうである。 

 

3.2. 閉会の辞 
 

 ワークショップの企画者である NEA 放射線防護・公衆衛生委員会（CRPPH）より

閉会の辞が述べられた。CRPPH は、ワークショップが大変生産的なものであったこ

とについて、主催者である米国原子力規制委員会に対し感謝の意を表した。参加者が

ワークショップに積極的に参加し、原子力緊急事態の事後管理にステークホルダーが

関与するうえでの放射線防護の専門家の知見と準備の向上に貢献したことに賛辞が

送られた。また CRPPH は参加者に対し、今後、緊急事態管理におけるステークホル

ダー関与をさらに促進するためのプログラムを策定する際に、今回のワークショップ

の結果及び他の CRPPH 主導による活動の成果（NEA、2010）を役立てることを明言

した。 
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NEA の出版物と情報について 
 

 

印刷物 
 

NEA は多数の種類の文書を出版していますが、これらの文書には有償で販売してい

るものと無償で配布しているものがあります。出版物の総合カタログは

www.oecd-nea.org/pub でご覧いただけます。 

 

 

インターネット版及び電子版 
 

NEA のウェブサイトでは、NEA とその業務計画に関する基本的な情報に加えて、数

多くの技術的また政策関連の報告書を無料でダウンロードしていただけます。 

 
NEA の月次電子広報は、登録した方に無料で送付され、新たな成果、イベント及び

出版物について最新情報をご提供しています。www.oecd-nea.org/bulletin/ でご登録

ください。 

 

Facebook では、www.facebook.com/OECDNuclearEnergyAgency からアクセスでき

ます。 



原子力緊急事態の事後管理における
ステークホルダー関与の実践と経験

事故発生後の事故結果の管理に関する側面のうち最も重要なものの一つがステークホルダーの関与
であり、これには計画策定、準備および実施の段階、さらに長期にわたる持続的な取組みにおける関
与が含まれる。原子力機関（NEA）放射線防護・公衆衛生委員会（CRPPH）は、いくつかの国際原子力
緊時訓練（INEX）を通じてステークホルダー関与の重要性を認識するに至った。そしてこの問題を探
究するため「原子力緊急事態の事後管理におけるステークホルダー関与の実践と経験」と題するワー
クショップを組織することを決定した。本報告書は、その16ヶ国75人にわたる緊急事態管理およびコ
ミュニケーションのスペシャリストを一堂に集めて開催されたワークショップにおいて討論された重
要な問題を浮き彫りにしている。福島第一原子力発電所の事故をかんがみて、このワークショップで
共有された経験は、各国が緊急事態管理に対する準備を向上させるための拠りどころとなるに違い
ない。
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「原子力緊急事態の事後管理におけるステークホルダー関与の実践と経験」の日本語訳は、公式なOECD翻訳ではない。したがって、OECDはその正確性の保証や、解釈や使用により発生する結果に対して一切の責任を負わない。NEAは出版用に利用できる翻訳を行ったことに対して株式会社スミキン・インターコムに感謝の意を表したい。

はじめに

　OECD/NEA放射線防護・公衆衛生委員会（CRPPH）は、1990年代の初期より、放射線防護に関する意思決定過程におけるステークホルダーの役割について調査を行っている。1993年以降CRPPHは、緊急事態管理に際する持続可能な意思決定に至る過程において、ステークホルダーが果たす役割と貢献について調べるために、原子力及び放射線緊急事態にかかる準備と対応のための訓練を実施してきた。今日に至る経験と訓練の結果から明らかになったのは、原子力または放射線緊急事態発生後の長期的な復興への持続的な取組みをより確実なものとし、実践していくうえで、政府及び非政府といった様々な立場のステークホルダーの関与に特に強い関心が集まっているということである。

　このような背景をふまえ、CRPPHが企画、及び米国原子力規制委員会（NRC）の主催により、ワークショップが開催され、16ヶ国の組織を代表する70人を超える専門家が参加した。ワークショップの目的は、原子力緊急事態管理に対するステークホルダーの関与についての情報と経験を交換する場を提供し、国ごとに、あるいは国際的に見て改善が可能な分野を明らかにすることであった。

　ワークショップでは、参加した専門家の経験と知見を総合的に集約した。また、ステークホルダーの考えや意見を取り入れながら緊急事態への準備と対応のレベルを高めるための重要な情報を放射線防護の専門家及びCRPPHに提供した。
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要旨

　OECD/NEAの放射線防護・公衆衛生委員会（CRPPH）は、NEAワークショップ「原子力緊急事態の事後管理におけるステークホルダーの関与に関する実践と経験」の開催にあたり、緊急事態管理、特にステークホルダーの関与にかかるプロセスの策定、あるいはそれに携わる政府機関及び技術支援機関に対し、参加を呼びかけた。このワークショップは米国原子力規制委員会（NRC）の主催により、2010年10月12日から14日にかけて米国メリーランド州ベセスダにて開催された。

　このNEAワークショップは、以下の目的のために16ヶ国の組織を代表する70人を超える専門家による議論の場を提供した。

· 原子力緊急事態の事後管理におけるステークホルダーの関与に向けた取組みと問題点について、情報と経験を共有する

· それぞれの国、または国際的にみて、原子力緊急事態の事後管理においてステークホルダーの関与を高めることができるような領域を認識し、これらの領域に取組むためのアプローチについて提言する

　CRPPHは、1990年代の初期から、放射線防護に関する意思決定におけるステークホルダーの関与について調査し、奨励してきた。その考え方を如実に表したのが1998年、2001年及び2003年の3回にわたりCRPPHが企画したステークホルダーの関与に関するワークショップ（フィリゲン・シリーズ）である。これと並行してCRPPH原子力緊急事態作業部会（WPNEM）が、一連の国際原子力緊急時訓練（INEX）において、事故結果の管理と復旧への移行に関する準備及び対応の側面を取り上げた。原子力または放射線緊急事態発生後の事故結果の管理を対象として近年行われているこの訓練から、政府･非政府系の幅広いステークホルダーが緊急事態管理に関与することで、長期にわたる復旧への持続的取組みをより確実に実施していくための機会を得ることができるということが明らかになっている。今回のワークショップはこの緊急事態管理の重要な側面をさらに探求するために実施されたものである。

　ワークショップに参加した各国の専門家の意見を集約すると、重要な同意事項として以下の点が挙げられる。

· ステークホルダー関与に対する準備をしておくことは最優先課題である

· ステークホルダー関与それ自体が目標ではない

· 放射線防護の専門家自身がステークホルダーである

· 組織にとって積極的にステークホルダーに働きかけるのが難しいことがありうる

· すでに存在しているネットワークとコミュニケーションシステムを使用することで、より効率を上げ、対話を促進することができる

· 参加に対する動機付けによりステークホルダーの関与を高めることができる

· ステークホルダーの効果的な相互協力のためには規則、手順及び過程について合意しておくことが必要不可欠である

· 場合により、技術に長け、経験豊かなコミュニケーションの専門家が必要となる

· 緊急時訓練を計画するには幅広い領域のステークホルダーが必要不可欠である

· ステークホルダーのタイプとそれらの役割は緊急事態管理の段階によって変化する。とりわけ復旧・復興の段階の期間中において顕著である

· 緊急事態管理に対する全ての障害へのアプローチ(オールハザードアプローチ)が極めて効率的である

　ワークショップは、特に原子力または放射線緊急事態後の管理に関する計画へのステークホルダーの関与を促進する活動や推奨される行動について、参加した専門家によって確認されるとともに、締めくくられた。特に、緊急事態管理へのアプローチ、とりわけ復旧・復興の後期段階での活動に対する計画立案、対応、実施といった取組みにおいては、公衆衛生に関する包括的なすべての障害へのアプローチが推奨された。原子力または放射線緊急事態に起因する幅広いステークホルダーの案件に対処するためには、さまざまな分野の専門家からなるチームを必要とするため、緊急事態管理の各段階における「役割と責任」を定める文書の作成にステークホルダーを携わらせることも重要となる。信頼に基づく関係を長期にわたって築き上げるという目標のために、各組織は多様なステークホルダーを含めた原子力または放射線緊急時訓練を策定し実施すべきである。

　参加者はまた、原子力緊急事態への計画策定、対応及び管理に関する専門的情報をより効果的に伝えるために、ステークホルダーに対して日常的に科学的な情報を発信するような職種に従事する他の専門家（気象学者、公衆衛生の専門家など）とチームを組むことも重要であると述べた。同時に、放射線防護の専門家は「社会」からの入力情報に基づいて決定を下さなければならない意思決定者と協力し、彼らが決定を下す過程において自分たち専門家が最も効果的に支援できる方法を確立するべきである。また各組織はステークホルダーに積極的な呼びかけを行い、原子力または放射線緊急事態発生後に必要になる新たな生活環境の確立のための移住計画とそれらの計画に関連する交換条件について調査し、可能であれば彼らの同意を得ておくべきである。

　さらに参加者は、各組織がステークホルダーと共に活動する際、その組織における任務の推進を成功させる確率を最大限に高めるために、リスクコミュニケーションの専門家の継続的な雇用の必要性についても検討すべきであると提言した。またあらゆるステークホルダー間でのコミュニケーションをより効果的なものとするために、緊急事態に対する準備と対応に関する活動において、リスク管理の規格ISO 31000をより幅広く一貫して活用すべきである。最後に、ステークホルダー関与に関して得た教訓、ベストプラクティス、ツールや研修資料を保存できるよう、ウェブサイトを整備すべきである。

		放射線防護の専門家にとって、緊急時の事後管理をより効果的に行うために自分から積極的にステークホルダーに働きかけ、関与を誘うことは有益なことであり、特に事故結果の管理及び復旧･復興局面への移行に関する準備と対応といった側面において、こういった活動は非常に有用である。





　結論として、今回のワークショップにおけるプレゼンテーション及びそれに続く議論は質が高いものであり、今後の方向付けの提言について参加者間で幅広い意見の一致を得ることができた。またワークショップの成果は、放射線防護に携わる専門家、なかでも特にCRPPHにとって、今後、緊急事態管理へのステークホルダー関与をさらに促進するためのプログラムを策定するにあたり大いに役立つものである。

1.　概要

1.1.　序論

　OECD/NEAの放射線防護・公衆衛生委員会（CRPPH）は、NEAワークショップ「原子力緊急事態の事後管理におけるステークホルダーの関与に関する実践と経験」の開催にあたり、緊急事態管理、特にステークホルダーの関与にかかるプロセスの策定、あるいはそれに携わる政府機関及び技術支援機関に対し、参加を呼びかけた。このワークショップは米国原子力規制委員会（NRC）の主催により、2010年10月12日から14日にかけて米国メリーランド州ベセスダにて開催された。

　ワークショップは以下の目的のために16ヶ国の組織を代表する70人を超える専門家による討論の場を提供した。

· 原子力緊急事態の事後管理におけるステークホルダーの関与に向けた取組みとそれにおける問題点についての、情報と経験を共有する

· それぞれの国、または国際的にみて、原子力緊急事態の事後管理においてステークホルダーの関与を高めることができるような領域を認識し、これらの領域に取組むためのアプローチについて提言する

1.2.　背景

　これまで、様々な事故や訓練を通して認識された原子力及び放射線緊急事態への準備と対応（緊急事態管理）に関する重要な教訓によって、緊急時における対策が、各国、また国際的に改善されてきた。このような教訓のひとつに、緊急事態のような複雑な状況を効果的に管理するためには、幅広いステークホルダーの関与が必要であるという認識がある。この場合、ステークホルダーとは、その状況管理に携わる、あるいはそれにより影響を受ける立場にある政府･非政府系の各組織や市民社会のことをいう。より効果的にするためには、準備の段階からステークホルダーの関与を開始し、関与を準備の一部として組み込む必要がある。このことは国際放射線防護委員会（ICRP）が策定した、原子力事故または放射線緊急事態後の長期汚染地域に居住する人々の防護に対する新しい勧告の中にも取り入れられている（ICRP、2007）。

　CRPPHは1990年代の初期から、放射線防護に関する意思決定におけるステークホルダーの関与について調査し、奨励してきた。その考え方を顕著に表したのが1998年、2001年及び2003年の3回にわたりCRPPHが企画したステークホルダーの関与に関するワークショップ（フィリゲン・シリーズ）である（NEA、1998; 2001; 2003）。CRPPHは2006年に、チェルノブイリ事故後の復旧状況におけるステークホルダー・放射線防護専門家間の関与に関する研究結果を発表しており、同時にステークホルダーの関与が組織構造に与える意味合いについても調査を実施した（NEA、2006）。

　これと並行してCRPPHの原子力緊急事態作業部会（WPNEM）が、国際原子力緊急時訓練（INEX）シリーズ（NEA、2007）において、事故結果の管理と復旧への推移に関する準備及び対応の側面を取り上げている。原子力または放射線緊急事態発生後の事故結果の管理を対象として近年行われている訓練から、政府･非政府系の幅広いステークホルダーが緊急事態管理に関与することで、長期にわたる復旧への持続的取組みをより確実に実施していくための機会を得ることができるということが明らかになっている。今回のワークショップはこの緊急事態管理の重要な側面をさらに探求するために実施されたものである。

1.3.　目的

　今回の「原子力緊急事態の事後管理におけるステークホルダーの関与に関する実践と経験｣ワークショップの目的は、原子力または放射線緊急事態発生後の事故結果の管理と復旧に関する準備の一環として、ステークホルダーの関与に関する取組みの実践内容と経験を共有することである。以下を踏まえワークショップが開催された。

· 緊急事態事後管理におけるステークホルダーの関与に関する取組み及びそれにかかわる諸問題について、国際的な意味合いを含め、政府や技術支援機関（国際組織、国及び地方機関）が互いの情報や経験を交換できる国際的な議論の場を提供する。特に、効果的かつ首尾一貫した対応を促進するため、準備段階におけるステークホルダーの関与にかかる取組みについて、多くの国の実践内容と経験を共有することに焦点を当てる

· 準備の一環として、効果的にステークホルダーの関与を進めるための戦略、成功事例、また限界について共通点を明らかにする。これには、放射線防護の専門家及び公的機関が、ステークホルダーの関与といった課題や機会にどう対応したかという経験が含まれる

· 緊急事態事後管理におけるステークホルダーの関与を強めるための、今後の行動方針を明らかにする

2.　ワークショップにおける議論内容

　緊急事態管理の準備の一環として、ステークホルダー関与への取組みにおける実践と経験の情報を共有するために、一連の全体プレゼンテーションでは、参加者に、様々な国でうまく用いられてきたプロセスの概要が示された。ケース・スタディを紹介した全体プレゼンテーションでは、緊急事態に対する準備におけるステークホルダーの関与について、各国の経験の情報が共有された。リスクコミュニケーションに関する原則、ツール及びテクニックに関わる最新情報についてもプレゼンテーションが行われた。また、放射線緊急事態の事後管理におけるステークホルダーの関与を強化するため、認識された課題や関連する問題に係る経験について議論が行われ、それを共有するための分科会が参加者により実施された。分科会において、各国または国際的な経験について、また緊急事態事後管理のどの部分においてステークホルダーの関与を高めることができるかについて話し合うことができた。準備の一環として、ステークホルダーの関与を国際的及び各国レベルでより効果的に達成するための方向付けを今後しっかりと行うという意向が、分科会の成果のまとめとして示された。プレゼンテーションの内容は下記のサイトに掲載されているので、興味のある方は参照願いたい。


www.oecd-nea.org/rp/washington10/documents.html

2.1.　ステークホルダー関与の過程

　今回のワークショップにおいて、参加者はさまざまな国における緊急事態事後の管理に際し、ステークホルダーが関与した各過程についての知識を増やす機会を得た。プレゼンテーションとそれに続く参加者間の討議においては、ステークホルダーの関与の過程に、国や言語あるいは文化の違いを超える共通点があることが明らかにされた。

· ステークホルダーの賛同を協議などにより確保すること、また意思決定プロセスは常に変化するものであること

· 意思決定の枠組みは一致したものであるかもしれないが、決定そのものはケースごとに特有であること

· ステークホルダーの関与は変化のあるプロセスであり、参加するステークホルダーは状況や条件の変化に従い、時と共に変化すること

· ステークホルダーの関与は、

· 複雑な状況において有用であり、

· 忍耐、献身、及びリソースを必要とし、

· 放射線防護の専門家による「新しい」スキルを持つことを要求する


· 復旧段階での放射線防護措置は地域ごとに遂行されるもので、理解し受け入れられるためには広範囲な協調が必要である


· 非技術的要素が意思決定を前進させる度合いが高くなってきている


· ステークホルダーが変われば、それに応じた異なる種類の情報を、適切なタイミング及び詳細さで提供する必要がある

· 事故後の復旧段階においては、影響を受けた住民が自らの被ばくを管理し、将来ある程度その管理を高めるための自立的なアプローチがますます重要になる


　参加者がさらに課題として認識したのは、ステークホルダーに自分自身の問題であるという意識をもたせること、実際の取組みへ移行すること、ステークホルダーが持つ専門知識の程度に何段階ものレベルがあることに対処することである。これらの課題に立ち向かうためには、意思決定と情報が必ず「正しい」ものであり時宜を得ていることが重要であり、さもないとステークホルダーの信用を失うかもしれないことが確認された。さらに、放射線防護関連の問題に取組む上でステークホルダーの関与を向上させるためには、公衆衛生や安全問題など放射線以外の防護に関する経験が極めて有用であることも強調された。

　参加者が強く感じたのは、ステークホルダーの関与それ自体が目的ではないということであった。ステークホルダーの関与は、放射線防護の専門家が意思決定のプロセスをより良くするためのツールである。ステークホルダーの関与は、特に緊急事態への準備段階及び原子力または放射線緊急事態発生後の復旧・復興局面において重要であり、各国における経験により構築されてきたいくつかのステークホルダーの関与プロセスの有効性が、国や文化の境界を越えて確認されてきている。

2.2.　各国及び国際的な経験のケース・スタディ

　緊急事態の事後管理におけるステークホルダーの関与について、各国における、また国際的な経験のケース・スタディがプレゼンテーションにより参加者に紹介された。プレゼンテーション及びこれに続く分科会での議論により、幾つもの重要なテーマが明らかにされた。

· ステークホルダーの関与には多様なステークホルダーの集まりが必要であり、その中にはあらゆるレベルの政府関係者も含まれる


· ステークホルダー全員が満足することはなくとも、全員に発言のチャンスが与えられる

· 官民間でパートナー関係を築くことは極めて効果的であるが、それには信頼、献身、リソース及び政治的指導力が必要である

· 公衆を動かすのは難しい


· 放射線防護の知識は各人によって非常に差があるが、第一対応者、医療従事者及び公選職者はある程度の知識を持っていなければならない


· ステークホルダーと関わるには多様なアプローチが必要である


· ステークホルダーの関与に向けた活動は、それぞれ特有かつ具体的な地域的状況に対応するものである

· ステークホルダーの関与に向けた組織編制や取組みは、極めて多様かつ柔軟でなければならない


· ステークホルダーの関与に向けたプロジェクトが成功するためには、可能な限り開放的かつ包括的であるべきである


· 被災住民が自らを「犠牲者」と感じ、またそのように扱われる状況から、自らの将来に希望を持つ「開拓者」であると感じ、またそのように扱われる方向へと変えるために、自立的なアプローチが地域状況の成果のある管理の中心におかれてきた

· ステークホルダーの関与を効果的に管理するには、そのためのツールが必要不可欠である


　原子力または放射線事故の被災者にとって持続可能な意思決定に到達するためには、ある種の困難な課題が伴うけれどもステークホルダーの関与が必要不可欠であるということが、ケース・スタディや、参加者の経験を通して示され確認された。あらゆる当事者にとって、ステークホルダーの関与は、被災者自身が被ばくを管理し、将来に何らかの希望が持てるようにするための重要な自立ツールや活動を見出すうえで助けとなるものである。

2.3.　リスクコミュニケーションに関する対話型ワークショップ：原則、ツール及びテクニック

　今回のワークショップでは、ステークホルダーを効果的に関与させる能力を高めるための原則、ツール及びテクニックに関する最新の事例についても紹介された。紹介されたコンセプトを実践する上で役立つよう、放射線防護の専門家とステークホルダー間のリスクコミュニケーションを向上させるための重要なポイントについて、ビンセント・コベロ博士から以下のような説明があった。

· 人は、あなたが知っていることについて気にする前に、あなたが気にかけているということを知りたいと思う


· ストレスの多い状況にある人にとって、情報を聞いたり、理解したり記憶したりすることは困難である

· 人は、不確かさが持つ重大性を認めようとする者を信頼する


· これらの「真実」に対処するための方策として、緊急時のようにストレスの多い状況下では、伝えたい内容を3つのポイントに絞り、9秒以内27語以下で伝えるようにする必要がある


· リスクコミュニケーションの質を高めるのに、小学校6年生のレベルを念頭においた「メッセージマップ」が効果的なツールになり得る

　コベロ博士はさらに、コミュニケーション技術を向上させるためには練習が大変重要であるとも述べた。「アスリートを練習なしにオリンピックに送り出そうとはしないでしょう。それと同じで練習もせずにリスクコミュニケーションを行おうとするべきではありません」。放射線防護の専門家とステークホルダー間のコミュニケーションを向上させ、効果的なコミュニケーションの担い手になるためには、質問を予想し、回答を準備し、さらに伝える練習をすることが重要である。このように前もって準備をすることを「誠実さに欠ける」とはみなさず、当事者間の理解を深めるための優れたプランニングに他ならないと考えるべきである。

2.4. 原子力緊急事態の事後管理におけるステークホルダー関与の向上

　原子力緊急事態の事後管理についての各国及び国際的な経験の紹介がなされた後、ワークショップ参加者は、ステークホルダーの関与を向上させるためにはどのような機会があるかについて明らかにした。ワークショップ参加者の全体の意見を明らかにするため、次の3つのトピックスが選択された：1) ステークホルダーを関与させるための条件と手段；2) ステークホルダーを関与させるためのツールと持続可能性；3) 緊急時訓練へのステークホルダーの参加。各課題についての議論内容は以下のとおりである。

ステークホルダーを関与させるための条件と手段

　ワークショップ参加者の経験と知見を包括的に把握するため、原子力または放射線緊急事態発生直後に効果的にステークホルダーを関与させる手段として、条件とツールを用いたアウトリーチ手法について検討された。

　ステークホルダーの関与について、事前準備が最も重要であるという点で、参加者の意見が一致した。事故が発生する前に、緊急事態に対する準備の早い段階で必要な「相当の配慮」を払うことによって、緊急事態発生後のコミュニケーションが大きく向上する。復旧･復興や長期的な原子力緊急事態管理に対する計画を、緊急事態への準備活動の中で策定しておくことが重要であるという点をもっと強調すべきである。ステークホルダーの関与はそれ自体が目的なのではなく、緊急事態に対する計画のすべての段階において必要とされるプロセスであることを、参加者は強く感じた。

		ステークホルダーの関与のための計画が最優先事項





　緊急事態発生後の放射線の除去という優先事項は、ステークホルダーが自らのQOLを改善するのに必要なこととは必ずしも一致しないかもしれない。復旧･復興の期間中における管理作業の実施の計画は柔軟であり、時と共に変化する条件に順応できるものでなければならない。復旧段階での管理においてはさらに、それぞれ異なる被災者グループの多様なニーズを把握できるよう柔軟性を持たせる必要がある。

　放射線防護の専門家は、自分自身がステークホルダーであると考えるべきで、ステークホルダーの関与を「我々対彼ら」というように捉えるべきではない。放射線防護の専門家を含むステークホルダーとの協力関係を築き上げる中でこそ、ステークホルダーの問題に対処するために、情報に基づいた持続可能な意思決定を、下すことができるのである。

　時に組織はリソース不足を理由に、また「他の部署に解決してもらおう」という態度でステークホルダーとの積極的な仕事を怠ることがある。組織は「コミュニティの一員」として、地域住民との関係を築くことが必要で、単に法や広報活動あるいは他のスタッフにまかせるのではなく、最上層部を含めてその組織のあらゆる構成員を参加させて取組まなければならない。

　ワークショップ参加者によって認識された、ステークホルダーを関与させるためのベスト・プラクティスには以下の事項が含まれる。

· メディアと公衆とを頻繁に関与させる

· 事業者と連携して、当該施設にメディアを招待する


· 選出議員や活動家グループを含めて地域情報委員会を構築する


· 特定の状況や想定されるシナリオにおけるステークホルダー問題に対処できるよう、事前にメッセージを策定する

· 今後のステークホルダーとの関与に関する活動推進のために専門家を雇う

　ステークホルダーを関与させる手段や方法として、ファクトシート、報道発表や論説についても含まれていた。急速に環境が変化する事故発生時において、これらの手段を最新の状態に保つのは困難ではあるが、長期的にはそれらは上手くいくであろう。また、ステークホルダーに効果的に情報を提供し関与を促すために、広く普及しているブログ、ソーシャルメディア、ウェブキャストやその他の電子的手段を適切に利用することも検討すべきだと感じた。シナリオや状況が変わることで、ステークホルダーに接触して関与する良い方法や手段も変わる可能性がある。計画には広範なステークホルダーのタイプに対処できるよう、働きかける手段に適切な選択肢を含めるべきである。

ステークホルダーを関与させるための手段と持続可能性

　ステークホルダーとの関与に関する放射線防護専門家のためのIRPA指針原則（IRPA、2009）をもとに議論を行った結果、放射線防護専門家は、役割と責任に関する手引きを策定し、ステークホルダーの関与を実施する上での手段やベスト･プラクティスを認識し、かつ収集する必要があるということを参加者が述べた。加えて、その役割と責任は、それぞれが持つスキルと、緊急事態のための計画策定及び対応に関する訓練、特にステークホルダーの関与に関連する訓練の経験量に応じたものである必要がある。

　効果と効率を高めるために、放射線防護の専門家が、既存の伝達のシステムとネットワークを活用してステークホルダーに働きかけることも必要である。ステークホルダーは他の関係者と効果的に対話する能力を拡げつつある（ウェブページ、メーリングリスト、ツイッター、ブログやニュースレターなど）。放射線防護の専門家はステークホルダーと交流し、既存の手段をどう利用すればより効果的に、また効率よく彼らを関与させることができるかを認識するべきである。

　また、ステークホルダーの関与が成功する確率を高めるために、彼らの関与を促すようなインセンティブを見つける必要がある。これは緊急事態に対する計画策定の段階において特に重要である。緊急事態への計画策定、管理及び対応における長期的な成功のために、ステークホルダーが認識される必要があり、彼らの継続的な関与を維持するにはどのようなインセンティブが必要かを明らかにするために、彼らとともに始める対話が必要である。ステークホルダーの積極的な関与を維持するためのインセンティブとして「共通のゴール」（子供の防護、商業の維持または再建、自立プログラムなど）を認識するために彼らとともに作業することは非常に有益になりうる。また、運営または作業グループに地域のリーダーを任命することも、ステークホルダーの関与を維持する上で有効であろう。

　ステークホルダーの参加を戦略的に確保することは非常に肝心なことであると、参加者は感じた。このことは、ステークホルダーと共に計画を練り、十分なリソースを割り当てる必要のある長期的なプロセスであると認識された。

　ステークホルダーの関与を効果的に確立する上で役立つ他の手段が参加者により認識された。この手段としては、初期の段階において、ステークホルダーの関与に関するルール、手順及びプロセスに対し同意を得るよう努めること、プロセスをリードするためにコミュニケーションへの投資及びトレーニングの促進を行うこと、ステークホルダーの関与が関係者全員にとっての教育の機会であると考えること、継続的にフィードバック（状況の中間報告、プロジェクトの最新情報、報告書案等）を与えるなど継続的で定期的なコミュニケーションを図ること、外部の専門家へのアクセス、ウェブサイトを利用して状況や情報を共有し、簡単に入手出来るようにすること、等が含まれる。

　組織は、状況の複雑さ次第で、それぞれの分野で訓練を受けた科学者や医者を使うかわりに、コミュニケーションに熟練し、豊かな経験をもち円滑に仕事を進めるための専門家を雇うことを考えるべきである。新たな原子力発電所や高レベル放射性廃棄物貯蔵施設の立地などといった大きなプロジェクトの場合であれば、活動におけるステークホルダーの支援を確保するため彼らの持続可能な関与に向けたプロセス確立の成功率を高めるために雇うコミュニケーション専門家の雇用費用という微々たる追加の出費は、結果を得るための投資として恐らく正当化できるであろう。

緊急時訓練へのステークホルダーの参加

　ワークショップでは、広範なステークホルダーが緊急時訓練に参加可能となりうる方法に関する経験・知見の集約についても焦点をあてた。

　訓練計画を策定する上で考慮の対象となるステークホルダー（例えば、第一対応者、警備、政府機関、企業、市民社会）は、広範であり、効果的なステークホルダーの関与を成功させられるかどうかは、事前に構築される関係に依存するということを参加者は認識した。そのため、具体的に緊急時訓練を組織していく上で、専門家とステークホルダーのネットワークを構築することは重要である。経験を共有するため、また、ステークホルダーが関与する的を絞った訓練につながる準備を策定するために、今後訓練計画にステークホルダーネットワークの組織化を含めるべきである。

　これらのステークホルダーとのネットワークの構築は、ステークホルダーの関与を促すような条件と同様にステークホルダーを関与するための手段や条件ににも依存するであろう。ステークホルダー関与のためのネットワークは、その持続可能性を確実にするために適切な手段や手順及びリソースにも依存する。

　関与するステークホルダー及びその関与の程度は、その時々に進行中の訓練の内容によって変わってくる。事故の初期対応時におけるステークホルダーのタイプと彼らが果たす役割は、復旧･復興時におけるものとは異なる。初期段階に対する訓練においては、長期的な問題に関係するもので、状況に特有なもの、意思決定に関するもの、及びステークホルダーへの情報提供といった事項を取り上げるのは適切ではないと参加者は認識した。ステークホルダーの関与に関し、訓練の状況設定にかかわらず共通なものとして以下の事項が認識された。

1)計画策定段階におけるステークホルダーの役割を明確にし、十分に合意を得ておく必要がある

2)計画と訓練の成果については、ステークホルダーの貢献を明確に認識するとともに、ステークホルダーと対話と討議が必要である

3)ステークホルダーの関心、関与及び所有者意識を高めるために、得られた教訓を収集し、ステークホルダーと共有する


		緊急事態管理に対する全ての障害へのアプローチとは、ステークホルダーを含む使用可能なリソースを最も効率よく活用する手法である。





　ワークショップにおいて参加者は、原子力及び放射線緊急事態対応に関する計画策定におけるステークホルダーの関与プロセスを、ステークホルダーにとってより意義のあるものにするには、彼らを関与させた全ての障害へのアプローチを用いることを勧告した。このアプローチは、緊急事態管理に関連するすべての活動において、全体を調和させ、経験とリソースの強調と共有を促進させる。原子力及び放射線緊急事態対応計画は、より広範な緊急事態管理対応計画を補足すべきものであるので、ステークホルダーが関与することによって、相乗的な効果とリソースの共有利用の機会が確かなものとなり、ひいては計画と対応の質が高められることになる。

　これまでに記した各結論の詳しい内容とプレゼンテーション資料は、次のサイトに掲載されている。

www.oecd-nea.org/rp/washington10/documents.html

3.　結論

ワークショップの締めくくりとして全体会議が開かれ、ステークホルダー関与、とりわけ原子力及び放射線緊急事態の事後管理に対する計画策定段階におけるステークホルダー関与を促進させるための活動と措置について認識した。その後、ワークショップ開催者により閉会の辞が述べられた。

3.1.　今後の方針

活発で興味深い討論の後、ワークショップ参加者は、ステークホルダーからの情報提供を取り入れながら緊急事態への準備と対応の質を高め、ひいては持続可能な意思決定に到達するために今後従うべき重要な方向性として以下の事項を確認した。

· 緊急事態管理への取組み、とりわけ復旧・復興の後期段階での活動に対する計画立案、対応、実施といった取組みにおいては、公衆衛生に関する包括的な全ての障害へのアプローチを用いる。このアプローチによって、より長期的にステークホルダーが関与する機会がもたらされるとともに、復旧･復興段階におけるステークホルダーの問題に、より敏感に対応することが可能となる。またこのアプローチにおいては、様々な専門領域からの参加を得るために、緊急事態管理に利用可能なリソースの量が増えることになり、その結果活動内容の重複が避けられるとともに、全組織におけるリソースを最適化し、最大限の利用を可能とする、といった相乗的な効果が生まれる。加えてこのアプローチは、緊急事態のための計画策定者や対応者をさまざまな専門家から成る多分野チームで構成し、より効果的、効率的に広範なステークホルダー問題に対処することを可能にする。また全ての障害へのアプローチには、協調的で相補的な指針の策定やリソース最適化のための情報や法律などが必要に応じて含まれるであろう。

· 緊急事態管理の各段階における「役割と責任」に関する文書を作成する作業に、ステイクホルダーが参加できるようにする。放射線被ばくは原子力または放射線事故の一部を成すものではあるが、緊急事態に対する計画策定、対応及び管理については考慮の対象のひとつにすぎない。計画策定や状況の対処のために多分野の専門家から成るチームを構成する際、特に、事故後の長期的復旧・復興の局面に対応する場合、必要となるさまざまな専門家（医療、ビジネス、地方・地域及び中央政府機関や当局、事務、教育など）の役割と責任を明確にすることで、利益を得ることができる。

· 信頼に基づく長期的関係を確立するという目的のもと、さまざまな種類のステークホルダーと共に訓練を策定し、実行する。これは復旧･復興を含む緊急事態後の状況を想定した場合に特に重要であり、良い結果をもたらす。危機の最中にステークホルダーに対応しようとするより、ステークホルダーが訓練に関与し、彼らの抱える問題を支援するために互いに合意した活動を計画策定の初期の段階で定めておく方が、大幅に優れた方法である。

· 原子力緊急事態の計画策定、対応及び管理に関する専門的情報の伝達をより効果的に行うために、ステークホルダーに常日頃から科学情報について対話している他の専門家と協力する。たとえば、いくつかの国では、放射線防護の専門家は気象学者とチームを組んでおり、原子力または放射線緊急事態が発生した場合、汚染の広がりや、屋内退避指示等の取るべき行動に関する情報を公衆に向けて発信している。一般の人々は、気象学者などの専門家から「専門的」情報を日常的に受け取ることに慣れている。彼らの信頼性及び専門性から、放射性プルームの動きを公衆が容易に理解できるような表現で簡単に説明することができる。別の例として、感染症制御など公衆衛生専門家のネットワークを活用し、緊急時の行動計画の立て方や自己防護策をどう講じればいいかなどについて公衆に情報を発信するのに役立てることも考えられる。原子力または放射線緊急事態における計画策定と対応の質を向上させる実用的かつ信頼のある関係を築くために、他の科学的専門職を交えた合同訓練を実施する必要がある。

· 意思決定プロセスにおいて、どうすれば放射線防護専門家にある者が最も効果的に手助けできるかを決める場合に、「社会」からの情報入力に基づいて決定を下さなければならない意思決定者を認識して、彼らとともに作業する。相互信頼に基づく関係を築くような相互に学習できる環境を作り上げるために、これらの意思決定者と長期にわたって対話を行う。

· 移住計画に潜在するトレードオフの要素について調査し、ステークホルダーと議論する。ステークホルダーを交えた計画策定段階では、いつどのような条件下での避難や移住が適切か、異なる状況下でどのようなリスクが発生するか、あるいはどのようなトレードオフ要素が考えられるかに関して、起こりうる状況についてステークホルダーと話し合い、できればステークホルダーの同意を得ておくべきである。これもまた相互学習の機会である。放射能汚染が広範囲に及び避難や移住が最善の選択となった場合、被災した住民はどこかの時点で（都市部、田舎どちらにいても）さまざまな理由から自宅に帰りたいと考え始めるであろう。緊急事態計画を策定する際には、この自宅に帰りたいという住民の願望と被ばくレベルに関して共通の理解に到達する必要性について対処すべきである。この問題は「どれだけクリーンであれば“クリーン”なのか」あるいはどのレベルで「管理」を解除するのかではなく、新たな生活条件を確立するための選択肢と妥協点について、その選択肢とそこに含まれるトレードオフ要素について十分理解し、詳細な情報に基づいた決断をした上で合意に達することである。ICRP Publication103は、被ばくの最適化の勧告とともにこのアプローチを支持している（ICRP、2008）。

· 組織がステークホルダーと共に活動する際、組織の任務の推進を成功させる確率を最大限に高めるためにリスクコミュニケーションの専門家を雇い、それを維持する必要性について検討する。組織は現在のプログラムを評価した上で、失敗のリスクや困難の度合いによってはステークホルダーとの対話の窓口としてリスクコミュニケーションの専門家を雇うことを考えてみるべきである。もしその役割をリスクコミュニケーションが専門でない人材に任せる場合、組織はその人材に適切な研修を施し、経験を積ませ、能力を高めて組織の任務が効果的に遂行できるようにするべきである。

· ISO 13000リスクマネジメント規格（ISO, 2002）の活用を高める。すべてのステークホルダー間におけるコミュニケーション、とりわけ復旧･復興へと続く原子力緊急事態の事後管理における全てのステークホルダー間のコミュニケーションをより効果的なものにするために、この規格とその付属書類を見直し、緊急事態に対する準備と対応に関する活動の中でより幅広く一貫して活用すべきである。

· ステークホルダー関与に関して、学んだ教訓、ベストプラクティス、ツールや研修資料をウェブ上で保管場所を確立する。各組織が、米国原子力規制委員会（NRC）のLessons Learned Program（教訓活用プログラム）とその関連文書を検討評価し、各国あるいは各組織で類似のプログラムを立ち上げる場合の参考にすることが望ましい（NRC、2006）。このような教訓活用プログラムを正式に立ち上げることで、同じ失敗の繰り返しが避けられるばかりでなく、今後緊急事態計画や対応プログラムを策定し実行する際に、このようなプログラムから付加価値のある方向性が得られる、という情報をステークホルダーに提供することができる。教訓、ベストプラクティス、ツールや研修資料を収集し、それらをいつでも利用できるようにしておけば、放射線防護の専門家が彼らの組織の任務を遂行する上にステークホルダーの信頼を築く能力を高めることができるようなステークホルダーとの関与の対話を準備することで大いに役立つものとなる。

		放射線防護を専門としている者にとって、緊急時の事後管理をより効果的に行うために積極的にステークホルダーに働きかけ、関与を高めることにより利益を得ることができる。、特に事故結果の管理及び復旧･復興段階への移行に関する準備と対応といった側面においてそうである。





3.2.　閉会の辞

　ワークショップの企画者であるNEA放射線防護・公衆衛生委員会（CRPPH）より閉会の辞が述べられた。CRPPHは、ワークショップが大変生産的なものであったことについて、主催者である米国原子力規制委員会に対し感謝の意を表した。参加者がワークショップに積極的に参加し、原子力緊急事態の事後管理にステークホルダーが関与するうえでの放射線防護の専門家の知見と準備の向上に貢献したことに賛辞が送られた。またCRPPHは参加者に対し、今後、緊急事態管理におけるステークホルダー関与をさらに促進するためのプログラムを策定する際に、今回のワークショップの結果及び他のCRPPH主導による活動の成果（NEA、2010）を役立てることを明言した。
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